
【様式第1号】

自治体名：大崎上島町

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 32,627,967   固定負債 15,242,408

    有形固定資産 28,673,712     地方債等 10,040,300

      事業用資産 9,468,544     長期未払金 -

        土地 2,782,506     退職手当引当金 723,551

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 16,609,357     その他 4,478,557

        建物減価償却累計額 -11,086,820   流動負債 1,570,139

        工作物 2,115,831     １年内償還予定地方債等 1,313,321

        工作物減価償却累計額 -1,058,405     未払金 31,282

        船舶 245,513     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -234,467     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 71,988

        航空機 -     預り金 149,751

        航空機減価償却累計額 -     その他 3,798

        その他 - 負債合計 16,812,547

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 95,029   固定資産等形成分 35,619,236

      インフラ資産 17,844,444   余剰分（不足分） -16,091,686

        土地 270,482   他団体出資等分 -

        建物 196,667

        建物減価償却累計額 -63,156

        工作物 47,006,930

        工作物減価償却累計額 -29,605,556

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 39,078

      物品 1,842,177

      物品減価償却累計額 -481,454

    無形固定資産 127,371

      ソフトウェア 113,419

      その他 13,952

    投資その他の資産 3,826,884

      投資及び出資金 29,575

        有価証券 4,472

        出資金 25,103

        その他 -

      長期延滞債権 84,578

      長期貸付金 121,150

      基金 3,597,077

        減債基金 18,303

        その他 3,578,774

      その他 -

      徴収不能引当金 -5,496

  流動資産 3,712,130

    現金預金 691,131

    未収金 17,938

    短期貸付金 19,191

    基金 2,972,078

      財政調整基金 2,080,538

      減債基金 891,540

    棚卸資産 13,391

    その他 -

    徴収不能引当金 -1,600

  繰延資産 - 純資産合計 19,527,550

資産合計 36,340,098 負債及び純資産合計 36,340,098

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：大崎上島町

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 15

    その他 -

純行政コスト 8,975,127

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 7,007

  臨時利益 15

  臨時損失 20,943

    災害復旧事業費 100

    資産除売却損 13,836

    使用料及び手数料 219,612

    その他 156,497

純経常行政コスト 8,954,199

      社会保障給付 624,564

      その他 1,382

  経常収益 376,109

        その他 49,603

    移転費用 4,234,841

      補助金等 3,608,895

      その他の業務費用 105,602

        支払利息 50,669

        徴収不能引当金繰入額 5,329

        維持補修費 268,907

        減価償却費 1,605,239

        その他 -

        その他 231,079

      物件費等 3,658,243

        物件費 1,784,097

        職員給与費 908,228

        賞与等引当金繰入額 71,988

        退職手当引当金繰入額 120,328

  経常費用 9,330,308

    業務費用 5,095,467

      人件費 1,331,623

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：大崎上島町

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 24,952,618 37,076,433 -12,123,814 -

  純行政コスト（△） -8,975,127 -8,975,127 -

  財源 8,296,161 8,296,161 -

    税収等 5,894,922 5,894,922 -

    国県等補助金 2,401,238 2,401,238 -

  本年度差額 -678,966 -678,966 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,295,478 1,295,478

    有形固定資産等の増加 599,076 -599,076

    有形固定資産等の減少 -1,620,593 1,620,593

    貸付金・基金等の増加 273,753 -273,753

    貸付金・基金等の減少 -547,715 547,715

  資産評価差額 -1,557 -1,557

  無償所管換等 -6,198,323 -6,198,323

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 1,453,779 6,038,162 -4,584,384

  本年度純資産変動額 -5,425,068 -1,457,196 -3,967,871 -

本年度末純資産残高 19,527,550 35,619,236 -16,091,686 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：大崎上島町

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 134,921

本年度歳計外現金増減額 14,830

本年度末歳計外現金残高 149,751

本年度末現金預金残高 691,131

財務活動収支 -470,819

本年度資金収支額 111,575

前年度末資金残高 429,805

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 541,380

    地方債等償還支出 1,273,968

    その他の支出 1,991

  財務活動収入 805,141

    地方債等発行収入 721,177

    その他の収入 83,964

    資産売却収入 1,532

    その他の収入 86,595

投資活動収支 -161,747

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,275,960

    その他の支出 -

  投資活動収入 706,363

    国県等補助金収入 82,593

    基金取崩収入 486,388

    貸付金元金回収収入 49,255

  投資活動支出 868,110

    公共施設等整備費支出 600,066

    基金積立金支出 232,124

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 35,920

    災害復旧事業費支出 100

    その他の支出 90,971

  臨時収入 -

業務活動収支 744,141

【投資活動収支】

    税収等収入 5,809,689

    国県等補助金収入 2,236,509

    使用料及び手数料収入 218,129

    その他の収入 156,797

  臨時支出 91,071

    移転費用支出 4,234,841

      補助金等支出 3,608,895

      社会保障給付支出 624,564

      その他の支出 1,382

  業務収入 8,421,123

    業務費用支出 3,351,070

      人件費支出 1,200,449

      物件費等支出 2,057,312

      支払利息支出 50,669

      その他の支出 42,640

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 7,585,911



【様式第５号】

全体附属明細書
１．全体貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

区分
前年度末残高

（A）
本年度増加額

（B）
本年度減少額

（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

 事業用資産 21,533,690              334,903                  20,357                    21,848,236              12,379,692              471,609                  9,468,544                
　  土地 2,783,528                661                        1,684                      2,782,506                -                            -                            2,782,506                
　　立木竹 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　建物 16,582,686              26,672                    -                            16,609,357              11,086,820              374,082                  5,522,538                
　　工作物 1,860,292                255,540                  -                            2,115,831                1,058,405                86,359                    1,057,427                
　　船舶 245,513                  -                            -                            245,513                  234,467                  11,168                    11,045                    
　　浮標等 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　航空機 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　その他 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　建設仮勘定 61,673                    52,030                    18,674                    95,029                    -                            -                            95,029                    
 インフラ資産 54,461,429              5,031,284                11,979,556              47,513,157              29,668,712              990,382                  17,844,444              
　　土地 269,351                  65,833                    64,702                    270,482                  -                            -                            270,482                  
　　建物 351,420                  128,090                  282,843                  196,667                  63,156                    5,894                      133,511                  
　　工作物 53,740,443              4,837,361                11,570,875              47,006,930              29,605,556              984,488                  17,401,373              
　　その他 -                            -                            -                            -                            -                            -                            -                            
　　建設仮勘定 100,215                  -                            61,136                    39,078                    -                            -                            39,078                    
 物品 534,492                  1,341,941                34,256                    1,842,177                481,454                  112,694                  1,360,723                

合計 76,529,612              6,708,128                12,034,170              71,203,570              42,529,858              1,574,685                28,673,712              



注 記（全体会計） 

 

1  重要な会計方針 

 

(1)  有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア  昭和 59 年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額 1 円としています。 

イ  昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

②  無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価  

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

 

⑵  有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

①  満期保有目的以外の有価証券 

ア  市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は総平均法により算定。） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

②  出資金 

ア  市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は総平均法により算定） 

イ  市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

⑶  棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法による低価法 

    ただし、一部の連結対象団体については個別法による原価法によっています。  



 

⑷  有形固定資産等の減価償却の方法 

①  有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物      7年～50年 

工作物    5年～60年 

船舶   11年～12年 

物品      3年～20年 

②   無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。） 

③  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引 

及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除き 

ます。･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

  

⑸  引当金の計上基準及び算定方法 

①  徴収不能引当金 

未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。  

長期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上していま 

す。 

   ② 退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支

給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち大崎上島町へ按分される

額を加算した額を控除した額を計上しています。 

③  賞与等引当金 

翌年度6月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額につ 

いて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

  



⑹ リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア  所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料 

総額が 300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ  ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

②  オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺  連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んで

います。 

 

⑻  消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

   ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

⑼  連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

該当ありません。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

 

⑴  会計方針の変更 

該当ありません。 

 

⑵  表示方法の変更 

該当ありません。 

 

⑶  全体資金収支計算書における資金の範囲の変更 

該当ありません。 



3  重要な後発事象 

 

⑴  主要な業務の改廃 

該当ありません。 

⑵  組織・機構の大幅な変更 

該当ありません。 

⑶  地方財政制度の大幅な改正 

該当ありません。 

 

⑷  重大な災害等の発生 

該当ありません。 

 

4  偶発債務 

 

⑴  保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当ありません。 

 

⑵  係争中の訴訟等 

該当ありません。 

  



5  追加情報 

 

⑴   連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 - 

介護保険事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 - 

交通事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 - 

後期高齢者医療保険事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 - 

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 - 

 

連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営事業会計及び地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

⑵  出納整理期間 

地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間

に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

⑶  表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

⑷  売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。  

ア 範囲 

売却予定とされている公共資産  

イ 内訳 

なし 

 


